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角田市の高齢者をとりまく状況と介護保険

※住民基本台帳（各年度３月末）

○角田市における人口等の推移については、平成１２年度末から令和５年度末にかけて人口が7,648人減
となっている一方、 高齢者人口は2,330人の増となっています。令和５年度末の高齢化率は38.1％で、平成
１２年度末と比較し15.3ポイント増となっています。

１ 人口・高齢者人口・高齢化率の推移と推計
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角田市における人口・高齢者人口・高齢化率の推移

角田市人口 高齢者人口 高齢化率



■人口の推移■
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（単位：人）

※住民基本台帳（各年９月末現在）

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

総人口 31,517 31,152 30,847 30,478 30,159 29,764 29,362 28,921 28,322 27,822 27,386 26,988

年少人口（0～14歳） 3,827 3,746 3,677 3,572 3,444 3,301 3,191 3,078 2,919 2,795 2,669 2,500

生産年齢人口（15～64歳） 19,087 18,526 17,976 17,452 17,074 16,664 16,211 15,831 15,306 14,857 14,509 14,308

高齢者人口（65歳以上） 8,603 8,880 9,194 9,454 9,641 9,799 9,960 10,012 10,097 10,170 10,208 10,180

高齢化率 27.3% 28.5% 29.8% 31.0% 32.0% 32.9% 33.9% 34.6% 35.7% 36.6% 37.3% 37.7%

前期高齢者 3,606 3,853 4,155 4,371 4,555 4,720 4,883 4,929 5,043 5,231 5,174 4,989

65～69歳 1,915 2,133 2,344 2,606 2,871 2,912 2,864 2,699 2,573 2,521 2,431 2,286

70～74歳 1,691 1,720 1,811 1,765 1,684 1,808 2,019 2,230 2,470 2,710 2,743 2,703

後期高齢者 4,997 5,027 5,039 5,083 5,086 5,079 5,077 5,083 5,054 4,939 5,034 5,191

75～79歳 1,803 1,748 1,663 1,638 1,598 1,572 1,587 1,653 1,614 1,539 1,648 1,860

80～84歳 1,575 1,572 1,556 1,587 1,567 1,550 1,500 1,426 1,403 1,356 1,318 1,326

85歳以上 1,619 1,707 1,820 1,858 1,921 1,957 1,990 2,004 2,037 2,044 2,068 2,005
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○年齢三区分別人口の推移をみると、年少人口（０～14歳）及び生産年齢人口（15～64歳）は減少が続き、
高齢者人口（65歳以上）は増加傾向となっており、少子高齢化が進行しています。
さらに、年齢３区分別人口割合の推移をみると、年少人口割合、生産年齢人口割合がほぼ横ばい、あるい
は低下傾向にあるのに対して、高齢者人口割合は上昇傾向にあり、令和５年度には37.7％となっています。

※住民基本台帳（各年９月末現在）
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■将来の総人口及び高齢者人口■

（単位：人）

※コーホート要因法を用いて推計した値 第９期高齢者福祉計画・介護保険事業計画

○将来の総人口を推計すると、令和６年度の26,509人から令和８年度には25,528人と981人（3.7％）減少する見込
みとなっています。さらに、令和12年度（2030年度）には23,569人と2,940人（11.1％）減少となる見込みです。
このうち、年少人口と生産年齢人口は令和５年度以前と同様に減少を続け、高齢者人口は増加から減少に転
じる見込みで、高齢化率は令和８年度には39.5％、令和12年度には41.1％と推計しています。

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和12年度

総人口 ① 26,509 26,021 25,528 23,569

年少人口（0～14歳） 2,374 2,249 2,120 1762

生産年齢人口（15～64歳） 13,967 13,649 13,334 12,115

高齢者人口（65歳以上） ② 10,168 10,123 10,074 9,692

高齢化率 ②／① 38.4% 38.9% 39.5% 41.1%

前期高齢者 ③ 4,774 4,557 4,412 3,701

前期高齢者の割合 ③／① 18.0% 17.5% 17.3% 15.7%

65～74歳 4,774 4,557 4,412 3,701

後期高齢者 ④ 5,394 5,566 5,662 5,991

後期高齢者の割合 ④／① 20.4% 21.4% 22.2% 25.4%

75～84歳 3,447 3,623 3,758 4,145

85歳以上 1,947 1,943 1,904 1,846
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２ 介護保険制度

介護保険法

（目的）
第１条 この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状
態となり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他

の医療を要する者等について、これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ
自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サー
ビスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、
その行う保険給付等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福
祉の増進を図ることを目的とする。

（１）介護保険の目的・理念

○介護保険制度は、介護が必要になった高齢者やその家族を社会全体で支えていく仕組みです。
誰にでも「介護が必要になる」可能性があり、このようなリスクを多くの人で負担しあい、万が一介護が必要に
なったときに、サービスを利用できるようにする制度です。

〇介護保険制度は高齢者の自立を支援することを理念としています。
また、介護保険法において、国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、健康の保持増進に努める
とともに、要介護状態となった場合においても、その有する能力の維持向上に努めるものとされています。
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介護保険法
（介護保険）

第２条 介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」と
いう。）に関し、必要な保険給付を行うものとする。

２ 前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行わ
れるとともに、医療との連携に十分配慮して行われなければならない。

３ 第１項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、
被保険者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業
者又は施設から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。

４ 第１項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合にお
いても、可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生
活を営むことができるように配慮されなければならない。
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介護保険法

（国民の努力及び義務）

第４条 国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生ずる
心身の変化を自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状態となっ
た場合においても、進んでリハビリテーションその他の適切な保健医療サービス及び福

祉サービスを利用することにより、その有する能力の維持向上に努めるものとする。

２ 国民は、共同連帯の理念に基づき、介護保険事業に要する費用を公平に負
担するものとする。
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（２）要支援・要介護認定者の推移・推計
○要介護認定者（要支援認定者含む）は、平成12年度末の733人から1,736人（令和５年度末）と1,003人増となっ
ており、出現率も9.1％から16.8％と7.7ポイント増となっています。
また、基本チェックリストにより介護予防・生活支援サービス事業対象者と判断された方も含めると、令和５年
度末で1,808人となっています。

※要介護認定者（各年度３月末）、要介護認定者（第２号）は40～64歳の要介護認定者
※出現率：第１号被保険者数に対する要介護認定者（第１号のみ）の割合
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角田市における要支援・要介護認定者数及び出現率の推移

要介護認定者（第１号） 要介護認定者（第２号） 事業対象者 出現率（第１号）
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■第1号被保険者に対する要支援・要介護認定者の割合■

（単位：人）

※各年度末現在

令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

第1号被保険者 ①
10,032 10,033 10,135 10,116 10,113

65歳から74歳 ② 4,997 5,127 5,215 5,044 4,845

75歳以上 ③ 5,035 4,906 4,920 5,072 5,268

要支援・要介護認定者数 ④
1,733 1,720 1,670 1,668 1,699

65歳から74歳 ⑤ 180 187 182 179 181

75歳以上 ⑥ 1,553 1,533 1,488 1,489 1,518

出現率 ④/①
17.3% 17.1% 16.5% 16.5% 16.8%

前期高齢者の割合 ⑤/② 3.6% 3.6% 3.5% 3.5% 3.7%

後期高齢者の割合 ⑥/③ 30.8% 31.2% 30.2% 29.4% 28.8%
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■要支援・要介護認定者の推計■

（単位：人）

○本市における将来の要支援・要介護認定者を推計すると、令和6年度の1,702人から令和8年度には
1,696人 と減少する見込みとなっています。また、令和12年度には1,709人と増加に転じる見込みです。

※第8期高齢者福祉計画・介護保険事業計画

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和12年度

要支援１ 166 163 163 167 

要支援２ 270 269 267 274 

要介護１ 347 346 342 354 

要介護２ 276 277 275 278 

要介護３ 247 244 243 245 

要介護４ 269 271 271 266 

要介護５ 127 126 125 125 

合 計 1,702 1,696 1,686 1,709 
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（３）介護保険料の推移

○介護保険制度運営に必要な財源である介護保険料は、第1号被保険者負担割合の増加や、介護保険制度
の浸透及び介護サービス充実等による利用者の増加により、介護保険計画の見直しのたびに介護保険料が
引き上げられてきています。
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○住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・介護

予防・生活支援・保健事業が一体的に提供できる体制を地域包括ケアシステムといいます。

〇角田市では、市民、地域、関係団体・企業と行政がともに地域包括ケアシステムの推進を図れるような体

制・仕組みづくりに重点を置き、３つの事業に取り組んでいます。
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（４）地域包括ケアシステム
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（５）角田市の特徴（宮城県及び全国との比較）

※地域包括ケア「見える化」システム

○調整済み認定率について、宮城県平均・全国平均よりも下回っています。サービス利用のない認定者の方
に、更新申請時などに地域包括支援センターが関わることで、真にサービス利用が必要な方が認定を受け
ていると考えられます。

〇第１号被保険者における受給率については、居住系、在宅サービスが宮城県・全国平均より低い状況と
なっており、施設サービスが宮城県・全国平均よりも高い状況となっています。これに伴い、在宅サービスの
第1号被保険者1人あたり給付月額は宮城県・全国平均より低く、施設及び居住系の第1号被保険者1人あ
たり給付月額は宮城県・全国平均よりも高い状況となっています。

角田市 宮城県 全国

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

認定率（％） 16.5 16.5 16.8 18.5 18.6 19.1 18.9 19.0 19.4

調整済み認定率（％） 15.8 16.1 - 18.7 18.9 - 18.9 19.0 -

居住系サービス受給率（％） 0.9 1.0 0.9 1.2 1.2 1.2 1.2 1.3 1.4

在宅サービス受給率（％） 8.1 8.1 8.3 9.6 9.7 9.8 10.2 10.4 10.5

施設サービス受給率（％） 4.1 4.1 4.2 3.1 3.1 3.1 2.8 2.8 2.9

給付月額（在宅サービス）（円） 8,719 8,626 8,963 11,082 10,951 11,229 12,233 12,311 12,770

給付月額（施設及び居住系）（円） 13,153 13,272 13,593 11,033 11,176 11,428 10,815 10,865 11,079

給付月額（円） 21,872 21,898 22,556 22,115 22,127 22,657 23,048 23,176 23,849

千人当たり事業所数（施設サービス） 0.25 0.26 - 0.15 0.15 - 0.13 0.13 -



〇角田市は他の地域に比べ、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健施設がそれぞれ充
実しており、中重度の方が、在宅サービスよりも施設サービスを利用する傾向にあります。

施設種別 施設数 定員（人）

介護福祉施設 （特別養護老人ホーム） 4 249

介護老人保健施設 2 146

介護医療院 1 25

認知症対応型共同生活介護 （認知症高齢者グループホーム） 4 63

介護付有料老人ホーム 1 25

住宅型有料老人ホーム 2 28

サービス付高齢者向け住宅 （特定施設入居者生活介護） 2 33

サービス付高齢者向け住宅 1 30

養護老人ホーム （特定施設入居者生活介護） 1 50
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施設および居住系サービス 各施設の定員数

※角田市内の介護サービス事業者一覧は角田市ホームページに掲載しています。


